
　 　 　 　 　 個人市民税も 所得税も 所得に課税する と いう 点では共通です。 ま た、 所得

　 　 　 　 の算出方法も ほと んど 同じ ですが、 次のよ う な点が異なり ま す。

　 　 　 　 ●　 個人市民税は越谷市に納めていただく 税金ですが、 所得税は国に納める

　 　 　 　 　 税金です。

　 　 　 　 ●　 所得税はその年の所得に対し てその年に課税さ れま すが、 個人市民税は

　 　 　 　 　 前年の所得に対し てその翌年に課税さ れま す。

　 　 　 　 ●　 個人市民税には、 広く 市民の皆さ んに負担し ていただく と いう 趣旨から

　 　 　 　 　 均等割の制度があり ま す。

　 　 　 　 ●　 個人市民税には、 障がい者など 一定の条件に該当する 人には課税さ れな

　 　 　 　 　 いと いう 非課税の制度があり ま す。

　 　 　 　 ●　 その他、 税率や各種所得控除額など が異なり ま す。

A

市　民　税

　個人市民税と所得税はどう違うのですか。
Q

※　 個人市民税と 所得税で、 所得控除額が異なり ます。

　 所得金額から 差し 引く 所得控除額は、 所得税より 個人市民税の方が少なく なっています。

こ れは、 個人市民税には「 お住まいの地域の会費」 と いう 性格があり 、 所得を得る 能力に

応じ て、 できるだけ多く の人に個人市民税をお願いすると いう 趣旨のためです。
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　　　　　市民税・ 県民税の課税対象と なる か否かは、 毎年の１ 月 1 日（「 賦課期日」

　 　 　 　 と いいま す。） 現在の状況によ り 判断さ れま す。

　 　 　 　 　 し たがっ て、 あなたの場合、 令和７ 年１ 月１ 日現在の住所はＡ 市にあり ま

　 　 　 　 すので、令和７ 年度はＡ 市で課税さ れ、越谷市で課税する こ と はあり ま せん。

　 　 　 　 　 ま た、 反対に令和７ 年１ 月２ 日以降に越谷市から 他市町村へ転出し た場合

　 　 　 　 は、 令和７ 年度は越谷市で課税する こ と になり ま す。

　 　 　 　 　 以上のと おり 、 住所の判定によ り 課税の判断を する わけですが、 住所がな

　 　 　 　 い場合でも １ 月１ 日において事務所、 事業所、 ま たは家屋敷等を持っている

　 　 　 　 場合は、 その所在する 市町村で市町村民税・ 道府県民税の均等割が課税さ れ

　 　 　 　 ま す。

　　　　※　住所の判定

　　　　　　原則として住民基本台帳によりますが、台帳に登録されていなくても賦

　　　　　課期日現在に居住している場合は、その市町村で課税されます。

A

　令和７年２月にＡ市から越谷市に転入しましたが、令和７年度の市民税・県民税

・森林環境税はどちらの市で課税されますか。Q
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　 　 　 　 　 市民税・ 県民税には、 所得に応じ て負担し ていただく 所得割と 市民の皆様

　 　 　 　 に均等に負担し ていただく 均等割があり ま す。

　 　 　 　 　 所得割の標準税率は、 課税標準額に関わら ず市民税６ ％と 県民税４ ％の合

　 　 　 　 計１ ０ ％になり ま すが、 現在は全国ほと んど の市町村でこ の標準税率を 採用

　 　 　 　 し ており 、 越谷市が他市に比べて高いと いう こ と はあり ま せん。

　 　 　 　 　 ま た、 均等割についても 、 全国ほと んど の市町村と 同様に市民税 3, 000 円

　 　 　 　 と 県民税 1, 000 円の標準税率を 採用し ており ま す。（ 平成２ ６ 年度から 令和

　 　 　 　 ５ 年度ま では、「 東日本大震災から の復興に関し 地方公共団体が実施する 防

　 　 　 　 災のための施策に必要な財源の確保に係る 地方税の臨時特例に関する 法律」

　 　 　 　 によ り 、 特例と し て標準税率にそれぞれ 500 円ずつ加算（ 市民税 3, 500 円、

　 　 　 　 県民税 1, 500 円） さ れていま し た。）

　 　 　 　 　 なお、 平成３ １ 年度税制改正によ り 、 令和６ 年度から は、 国税である 森林

　 　 　 　 環境税 1, 000 円を 市町村が国に代わって市民税均等割、 県民税均等割と 併せ

　 　 　 　 て賦課徴収する こ と と なり ま す。

A

　越谷市は他市と比べて税金が高いということはありませんか。
Q

◎所得割税率（標準税率）

課税標準額 税　　　率

一　 律
１ ０ ％

（ 市民税６ ％、 県民税４ ％）

※　 分離課税（ 土地や建物の譲渡、 株の譲渡など ） は、 所得によ って税率が異なり ま す。

◎森林環境税税率（年間）1,000 円

◎均等割税率（標準税率）

税　率（年　間）

市　民　税

3, 000 円

県　民　税

1, 000 円

◎所得税の税率（参考）

※　 平成２ ５ 年から 令和１ ９ 年ま では、 復興特別所得税と し て、 所得税額に２ . １ ％を乗じ た
　 額が加算さ れま す。

課税所得金額

195 万円未満

195 万円以上　 330 万円未満

330 万円以上　 695 万円未満

695 万円以上　 900 万円未満

900 万円以上 1, 800 万円未満

1, 800 万円以上 4, 000 万円未満

4, 000 万円以上

所　得　税

税　率

５ ％

１ ０ ％

２ ０ ％

２ ３ ％

３ ３ ％

４ ０ ％

４ ５ ％

速算控除額

0 円

97, 500 円

427, 500 円

636, 000 円

1, 536, 000 円

2, 796, 000 円

4, 796, 000 円
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　 　 　 　 　 賦課期日である １ 月１ 日現在の状況が次の要件に該当する 場合は、市民税・

　 　 　 　 県民税の均等割、 所得割ま たはそのいずれも 課税さ れないこ と と なり ま す。

　 　 　 　 　 なお、 森林環境税の非課税要件は、 市民税・ 県民税の均等割の非課税要件

　 　 　 　 と 同様と なり ま す。

　　　　◎市民税・県民税の均等割も所得割も課税されない人

　 　 　 　 　 ●　 生活保護法の規定によ る 生活扶助を 受けている 人

　 　 　 　 　 ●　 障がい者、 未成年者、 寡婦ま たはひと り 親で前年の合計所得金額が

　 　 　 　 　 　 1, 350, 000 円以下（ 給与収入金額では 2, 044, 000 円未満） の人

　　　　◎市民税・県民税の均等割が課税されない人

　 　 　 　 　 ●　 前年の合計所得金額が次によ る 金額以下の人

　 　 　 　 　 　 ①配偶者や扶養親族がいない人

　 　 　 　 　 　 　 415, 000 円

　 　 　 　 　 　 ②配偶者や扶養親族がいる 人

　 　 　 　 　 　 　 315, 000 円 ×（ 本人＋同一生計配偶者＋扶養親族の人数）＋289, 000 円

　 　 　 　 　 　（ 例） 本人と 扶養し ている 配偶者、 子２ 人の場合

　 　 　 　 　 　 　 315, 000 円 ×４ 人＋289, 000 円＝1, 549, 000 円

　 　 　 　 　 ※　同一生計配偶者とは

　 　 　 　 　 　 　 　 前年１ ２ 月３ １ 日現在（ 年の中途で死亡し た人はその死亡日現在）　

　 　 　 　 　 　 　 で生計を一にする 配偶者で、 前年の合計所得金額が 48 万円以下の人

　 　 　 　 　 　 　（ ただし 、 事業専従者は除く ）

　　　　◎市民税・県民税の所得割が課税されない人

　 　 　 　 　 ●　 前年の総所得金額等の合計額が次によ る 金額以下の人

　 　 　 　 　 　 ①配偶者や扶養親族がいない人

　 　 　 　 　 　 　 450, 000 円

　 　 　 　 　 　 ②配偶者や扶養親族がいる 人

　 　 　 　 　 　 　 350, 000 円 ×（ 本人＋同一生計配偶者＋扶養親族の人数）＋420, 000 円

　 　 　 　 　 　（ 例） 本人と 扶養し ている 配偶者、 子２ 人の場合

　 　 　 　 　 　 　 350, 000 円 ×４ 人＋420, 000 円＝1, 820, 000 円

　　　　　※　総所得金額等の合計額と合計所得金額について

　 　 　 　 　 　 　 　 総所得金額等の合計額と 合計所得金額は、 ど ちら も 各所得金額の合

　 　 　 　 　 　 　 計額です。 ただし 、 繰越損失（ 一部の所得と 控除については損失を 翌

　 　 　 　 　 　 　 年に繰り 越すこ と ができ る 制度） がある 方は、 それを 適用し た（ 損失

　 　 　 　 　 　 　 分を 差し 引いた） 金額が総所得金額等の合計額と なり 、 適用前の金額

　 　 　 　 　 　 　 が合計所得金額と なり ま す。

A

　市民税・県民税・森林環境税の非課税制度に該当するのは、どのような人ですか。
Q
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A　 　 　 　 　 個人の市民税・ 県民税・ 森林環境税の税額は、 所得に応じ て負担し ていた

　 　 　 　 だく 所得割と 均等に負担し ていただく 均等割と 森林環境税の税額の合計額と

　 　 　 　 なり ま す。

　 　 　 　 　 越谷市における 均等割は 4, 000 円と なっ ており 、 令和６ 年度から は、 国税

　 　 　 　 である 森林環境税 1, 000 円が均等割と 合わせて課税さ れま す。 所得割につい

　 　 　 　 ては次によ り 算出し ま す。

　 　 　 　 　

　 　 　 　 　 所得割額の税額計算を する う えで、 その基礎と なる のは、 所得金額です。

　 　 　 　 こ の所得金額は一般に収入金額から 必要経費を 差し 引いて計算さ れま す。

　 　 　 　 　 ま た、 課税標準額は所得金額から 所得控除額を 差し 引いたも のであり 、 一

　 　 　 　 般的にはこ の課税標準額に税率を適用する と 税額が算定さ れま す。

　個人の市民税・県民税・森林環境税の税額は、どのように計算されるのですか。Q

収入－必要経費＝所得金額

（所得金額－所得控除額）× 税率－税額控除額＝所得割額

「 課税標準額 」といいます。（1,000 円未満切り捨て）

所得割額＋均等割額（4,000 円）＋森林環境税額（1,000 円）

＝　市民税・県民税・森林環境税年税額
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３ ３ 万円

４ ５ 万円

３ ３ 万円

０ 円

◆　計算してみましょう。

〈 Ａ さ んの収入等状況〉

ａ   給与収入　 　  6, 000, 000 円　 　 　 　 　  ｂ   社会保険料　 　 348, 605 円

ｃ   生命保険料　 　  120, 000 円　 　 　 　 　  ｄ   地震保険料　 　  10, 000 円

　（ 旧契約の生命保険料）

Ａ さ ん　 　 　 　 　 ４ ５ 歳　 サラ リ ーマン　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

妻　 　 　 　 　 　 　 ４ ０ 歳　 控除対象配偶者　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 控除額

こ ど も 　 大学生　 １ ９ 歳　 特定扶養親族（ １ ９ 歳以上２ ３ 歳未満） 控除額

こ ど も 　 高校生　 １ ８ 歳　 扶養親族（ １ ６ 歳以上１ ９ 歳未満）　 　  控除額

こ ど も 　 中学生　 １ ５ 歳　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 控除額

〈 Ａ さ んの市民税・ 県民税・ 森林環境税〉

①　 給与収入　 6, 000, 000 円　 ⇒　 給与所得　 　 4, 360, 000 円

　 　 ※　 こ の場合、 給与収入 ×８ ０ ％－440, 000 円　 が給与所得になり ま す。

　 　 　 　 計算式については１ ６ ページを参照し てく ださ い。

②　 所得金額　 4, 360, 000 円－所得控除額 1, 928, 605 円＝課税標準額 2, 431, 395 円

　 　 ※　 課税標準額は、 1, 000 円未満切捨てになり ま す。 　 　 　 　   ≒ 2, 431, 000 円

　 　 　（ 内訳）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（ 内訳）

　 　 給与所得　 4, 360, 000 円　  社会保険料控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 生命保険料控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 地震保険料控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 基礎控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 配偶者控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 特定扶養控除額

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 扶養控除額

　 　 ※　 各所得控除の内容、 控除金額については、 １ ８ 〜２ ０ ページを 参照し てく ださ い。

　 　 ※　 所得控除の額は、 所得税と は異なり ま すので、 ３ ６ ・ ３ ７ ページを参照し てく だ

　 　 　 さ い。

③　（ 課税標準額 2, 431, 000 円）× 税率６ ％－（ 調整控除 1, 500 円）＝市所得割　 144, 360 円

　 　（ 課税標準額 2, 431, 000 円）× 税率４ ％－（ 調整控除 1, 000 円）＝県所得割　　96, 240 円

④　（ 市所得割 144, 360 円）＋（ 市均等割 3, 000 円）≒市民税の額  147, 300 円（ ア）

　 　（ 県所得割 96, 240 円）＋（ 県均等割 1, 000 円）≒県民税の額   97, 200 円（ イ ）

　 　 ※　 市民税の額、 県民税の額は、 それぞれ 100 円未満切捨てになり ま す。

⑤　（ ア）＋（ イ ）＋森林環境税　 1, 000 円＝市民税・ 県民税・ 森林環境税の額 245, 500 円

　 　 ※　 定額減税は、 令和６ 年度分（ 一部令和７ 年度分） のみ適用さ れる ため、 こ のペー

　 　 　 ジの計算には、 定額減税は含んでおり ま せん。

348, 605 円

35, 000 円

5, 000 円

430, 000 円

330, 000 円

450, 000 円

330, 000 円
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　 　 　 　 　 年金には公的年金等（ 国民年金・ 厚生年金など ） と それ以外の生命保険契

　 　 　 　 約など に基づく 年金と があり 、 それぞれ「 雑所得」 と し てその所得金額が計

　 　 　 　 算さ れま す。

　 　 　 　 　〈年齢が 65 歳未満の場合〉

　 　 　 　 　 収入金額が 600, 000 円ま では、 所得金額が 0 円と なり 、 市民税・ 県民税・

　 　 　 　 森林環境税は課税さ れま せん。

　 　 　 　 　〈年齢が 65 歳以上の場合〉

　 　 　 　 　 収入金額が、1, 100, 000 円ま では、所得金額が 0 円と なり 、市民税・ 県民税・

　 　 　 　 森林環境税は課税さ れま せん。

　 　 　 　 　 し かし 、 上記の金額を 超えま すと 次の表によ り 所得金額が算定さ れま す。

　 　 　 　 　 ９ ページの非課税制度についての説明のと おり 、「 前年の合計所得金額が、

　 　 　 　 同一生計配偶者や扶養親族がいない人で 415, 000 円以下」 は市民税・ 県民税

　 　 　 　 の均等割と 森林環境税が課税さ れま せん。 ま た 、「 前年の総所得金額等の

　 　 　 　 合計額が、 同一生計配偶者や扶養親族がいな い人で 415, 000 円超 450, 000

　 　 　 　 円以下」 であれば市民税・ 県民税の均等割と 森林環境税の 5, 000 円のみの課

　 　 　 　 税で市民税・ 県民税の所得割は課税さ れま せん。

A

Q 　年金収入のみで同一生計配偶者や扶養親族はいませんが、 市民税 ・ 県民税 ・ 森林

環境税は課税されますか。

受給者の年齢 公的年金等の収入金額 所得金額 （雑所得）

６５歳以上
（昭和３５年１月１日

　以前生まれの人）

６５歳未満
（昭和３５年１月２日

　以後生まれの人）

 1, 100, 000 円以下

 1, 100, 001 円～ 3, 299, 999 円ま で

 3, 300, 000 円～ 4, 099, 999 円ま で

 4, 100, 000 円～ 7, 699, 999 円ま で

 7, 700, 000 円～ 9, 999, 999 円ま で

10, 000, 000 円～

   600, 000 円

   600, 001 円

 1, 300, 000 円

 4, 100, 000 円

 7, 700, 000 円

10, 000, 000 円～

収入　 　 　 －

収入 ×75％－

収入 ×85％－

収入 ×95％－

収入　 　 　 －

収入　 　 　 －

収入 ×75％－

収入 ×85％－

収入 ×95％－

収入　 　 　 －

※　「 ６ ５ 歳未満」 である かど う かの判定は、 収入のあっ た年の１ ２ 月３ １ 日の年齢に

　 よ り ま す。

※　 公的年金等によ る 所得以外の所得に係る 合計所得金額が 1, 000 万円超 2, 000 万円以

　 下の場合は所得金額に 10 万円を加算、 2, 000 万円超の場合は 20万円を 加算し て計算

　 し てく ださ い。

※　 遺族年金・ 障害年金など は非課税所得のため課税の対象になり ま せん。

以下

～ 1, 299, 999 円ま で

～ 4, 099, 999 円ま で

～ 7, 699, 999 円ま で

～ 9, 999, 999 円ま で

0 円

1, 100, 000 円

275, 000 円

685, 000 円

1, 455, 000 円

1, 955, 000 円

0 円

600, 000 円

275, 000 円

685, 000 円

1, 455, 000 円

1, 955, 000 円
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◆　年金受給者Ｂさん（６５歳以上の人）

ａ  年 金 収 入 　 　 2, 410, 000 円　 　 ｂ  介護保険料　 　 58, 190 円

ｃ  国民健康保険税　 　  200, 000 円

〈 Ｂ さ んの市民税・ 県民税・ 森林環境税〉

①　 年金収入　  2, 410, 000 円－1, 100, 000 円＝雑所得 1, 310, 000 円

　 　 ※　 こ の場合、 年金収入から 1, 100, 000 円を 引いたも のが雑所得になり ま す。

②　 所得金額　  1, 310, 000 円－所得控除額 688, 190 円＝課税標準額 621, 810 円

　 　 ※　 課税標準額は、 1, 000 円未満切捨てになり ま す。 　 　 　 　   ≒ 621, 000 円

　 　（ 所得金額内訳）　 　 　 　 　 　 　  （ 所得控除額内訳）

　 　 雑所得　 　 　 　 　 1, 310, 000 円　 　 社会保険料控除額　 258, 190 円

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  　 　 　基礎控除額　 　 　 　 430, 000 円

　 　 ※　 基礎控除額は、 所得税と は異なり ま すので、 ３ ６ ・ ３ ７ ページを 参照し て

　 　 　 く ださ い。

③　（ 課税標準額 621, 000 円） × 税率６ ％－（ 調整控除 1, 500 円）＝市所得割 35, 760 円

　 　（ 課税標準額 621, 000 円） × 税率４ ％－（ 調整控除 1, 000 円）＝県所得割 23, 840 円

④　（ 市所得割 35, 760 円）＋（ 市均等割 3, 000 円）≒市民税の額 38, 700 円（ ア）

　 　（ 県所得割 23, 840 円）＋（ 県均等割 1, 000 円）≒県民税の額 24､800 円（ イ ）

　 　 ※　 市民税の額、 県民税の額は、 それぞれ 100 円未満切捨てになり ま す。

⑤　（ ア）＋（ イ ）＋森林環境税　 1, 000 円＝市民税・ 県民税・ 森林環境税の額 64, 500 円

※　「 雑所得」 と は、 給与や事業、 配当など によ る 所得に当てはま ら ないも のを いい

　 ま す。 公的年金を税法上の所得に分類する と 、「 雑所得」 に該当し ま す。（ １ ７ ページ参照）

※　 年金から 特別徴収さ れていない自分で支払っ た国民健康保険税、 介護保険料等に

　 ついて社会保険料控除の適用を 受ける ためには、 自分で支払ったこ と を 証明する 書

　 類を添えて、 税務署へ所得税の確定申告又は、 市役所（ 市民税課） へ市民税・ 県民

　 税の申告をする 必要があり ま す。 詳し く は、 市民税課へお問い合わせく ださ い。

※　 定額減税は、 令和６ 年度分（ 一部令和７ 年度分） のみ適用さ れる ため、 こ のペー

　 ジの計算には、 定額減税は含んでおり ま せん。
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　 　 　 　 　 就業調整を 意識し なく ても 済む仕組みを 構築する 観点から 、 配偶者控除及

　 　 　 　 び配偶者特別控除についての所得要件等は次のと おり と なり ま す。

　 　 　 　 ①　 配偶者控除

　 　 　 　 　 納税義務者に対する 所得制限によ り 、 納税義務者の合計所得金額が 900 万円

　 　 　 　 を 超える 場合は、 その所得金額の区分に応じ て控除額が減少し ま す。

　 　 　 　 　 ま た、 合計所得金額が 1, 000 万円を超える 場合は適用除外と なり 、 控除の

　 　 　 　 適用を 受ける こ と ができ なく なり ま す。

　 　 　 　 ②　 配偶者特別控除

　 　 　 　 　 33 万円控除の適用を 受ける こ と ができ る 配偶者所得の上限は 100 万円と

　 　 　 　 な り 、 配偶者特別控除の適用を 受け る こ と ができ る 配偶者所得の上限は

　 　 　 　 133 万円と なり ま す。

　 　 　 　 　 ま た、 納税義務者に対する 所得制限の強化によ り 、 納税義務者の合計所得

　 　 　 　 金額が 900 万円を 超える 場合は、 その所得金額の区分に応じ て控除額が減少

　 　 　 　 し ま す。 なお、 合計所得金額が 1, 000 万円を 超える 場合は適用除外と なり 、

　 　 　 　 適用を 受ける こ と はでき ま せん。

　 　 　 　 　 次に、 妻の税金についてですが、 所得税では所得が 480, 000 円 ( 給与収入

　 　 　 　 では 1, 030, 000 円 ) 以下、 市民税・ 県民税・ 森林環境税では前年の所得が

　 　 　 　 415, 000 円 ( 給与収入では 965, 000 円 ) 以下であれば課税さ れま せん。

　 　 　 　 　 こ れを表にし ま すと 次のよ う になり ま す。

※　 妻の収入が一定額を超える と 夫の社会保険など の対象から はずれ、 妻自身で年金

　 や健康保険に加入し なければなら ないこ と も あり ま すので、 その取り 扱いについて

　 は勤務先の係の人にお尋ねく ださ い。

A

Q
　妻も働いていますが、妻の年収がどのくらいまでなら私の配偶者控除や配偶者特

別控除が受けられますか。

　また、妻自身の税金についてはどうでしょうか。

965, 000 円以下

1, 000, 000 円以下

1, 030, 000 円以下

1, 030, 000 円超～ 2, 016, 000 円未満

2, 016, 000 円以上

配偶者控除が受けら れる

配偶者控除が受けら れる

配偶者控除が受けら れる

配偶者特別控除が受けら れる

配偶者特別控除が受けら れない

配偶者控除・

配偶者特別控除

が受けら れない

所得税がかから ない

所得税がかから ない

所得税がかから ない

所得税がかかる

所得税がかかる

妻の収入 妻自身の税金
夫の合計所得金額

1,000 万円以下 1,000 万円超

市民税・ 県民税・ 森林環境税がかから ない

市民税・ 県民税の均等割と 森林環境税がかかる

市民税・ 県民税・ 森林環境税がかかる

市民税・ 県民税・ 森林環境税がかかる

市民税・ 県民税・ 森林環境税がかかる
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